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振り込め詐欺救済法に基づいて令和７年度中に実施した公告について 

 

 

１. 機構における公告の実施状況の公表について 

預金保険機構（以下「機構」という。）においては、「犯罪利用預金口座等に係る

資金による被害回復分配金の支払等に関する法律（平成 19 年法律第 133 号）」（以

下「振り込め詐欺救済法」という。）に基づいて、振り込め詐欺被害者の財産的被害

の迅速な回復等に資することを目的として、被害回復分配金の支払手続等に係る公

告業務を平成 20年７月から開始しました。 

振り込め詐欺救済法では、年に少なくとも１回、公告の実施状況について公表す

ることを求めており（法第 37条第２項）、今般、令和７年度中の公告について実施

状況の取りまとめを行ったものです。 

なお、振り込め詐欺救済法に基づく公告は、機構の「振り込め詐欺救済法に基づ

く公告」のホームページを利用して行われており（法第 27条）、原則として各月２

回公告を実施しているほか、同時に、主要な公告について、公告した総件数、総金

額等の概要についても公表しております。 

 

令 和 ８ 年 ５ 月 ８ 日 

預 金 保 険 機 構 

 

お問い合わせ先 
 預金保険機構 金融業務支援部  

振込詐欺被害回復業務課 
 TEL：03-6262-6794 
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２．令和７年度に実施した主要３公告について 

振り込め詐欺救済法においては、多岐にわたる公告が規定されていますが、救

済手続の基幹を構成する主要な公告の状況は、以下のとおりです。 
 
（１）対象預金等債権の消滅手続が開始された旨等の公告 

金融機関が犯罪利用預金口座等であると疑うに足りる相当な理由があると認

めるときに、当該預金口座等に係る預金等債権を消滅（失権）させるための手続

として金融機関の求めに応じて機構が実施するものです（法第５条第１項）。 

口座名義人等が権利行使の届出等を行うために 60 日の期間を設け、当該期間

内に届出等が行われない場合には、預金等債権は消滅（失権）します。 

令和７年度に機構が実施した預金等債権消滅手続開始公告は、公告回数 24 回

（令和６年度 25 回）、口座数 74,478 件（同 59,644 件）、預金等債権の額 14,711

百万円（同 10,778百万円）となっています。 

失権した口座については、次の手続として当該預金口座等の権利が失権したこ

とを明らかにするため預金等債権消滅公告が行われ、その後、下記（２）の預金

口座等に残った債権を分配するための手続に移行します。他方、債権消滅公告に

掲載された債権額が千円未満の口座については、被害者へ分配金の支払が行われ

ない旨の公告がなされ（法第８条第３項）、機構に納付されます（法第 19 条）。

令和７年度に機構が実施した被害者へ分配金の支払が行われない旨の公告（千円

未満の口座）は、公告回数 24回（令和６年度 25回）、口座数 32,869件（同 28,045

件）、債権額は 15百万円（同 12百万円）となっています。 

 
（２）消滅預金等債権について被害回復分配金の支払手続が開始された旨等の公告 

預金等債権が消滅したものについて、被害者への分配金を支払うための手続と

して金融機関の求めに応じて機構が実施するものです（法第 11条第１項）。 

被害者が支払申請を行うために 90 日の期間を設けています。また、金融機関

は、支払申請期間経過後、申請人が分配金の支払を受けることができる者である

か否かの決定など所定の手続を経て、分配金の支払を行います。 

令和７年度に機構が実施した被害回復分配金支払手続開始公告は、公告回数 24

回（令和６年度 25 回）、口座数 34,522 件（同 28,771 件）、債権額 8,993 百万円

（同 7,746百万円）となっています。 

 
（３）被害回復分配金の支払手続が終了した旨の公告 

支払手続が終了した場合の手続として金融機関の求めに応じて機構が実施す

るものです（法第 18条第２項）。 

個々の口座情報は公告対象とされず、支払手続を終えた消滅預金等債権の総額、

このうち被害者に対して支払われた総額及び残額である機構への納付予定総額

が掲載されます。 

令和７年度に機構が実施した支払手続終了公告は、消滅預金等債権の総額
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7,355百万円（令和６年度 5,603百万円）、被害者への支払総額 6,029百万円（同

4,911百万円）、機構への納付予定総額 1,325百万円（同 691百万円）となってい

ます。 

なお、支払手続終了公告を終えたもののうち被害者に支払が行われなかったも

の及び千円未満のため被害者へ分配金の支払が行われない旨の公告を実施した

ものについては、３ヶ月毎に金融機関から機構に納付されます。 

 

（４）被害回復分配金の被害者への支払率 

   「被害回復分配金の支払手続が終了した旨の公告」において、消滅預金等債権

の総額 7,355百万円に対し、被害者への支払総額は 6,029百万円であり、支払率

は 82.0％となりました。金融機関には、引き続き、支払率の向上に努めていくこ

とが求められています。 

   

表１ 令和７年度中の主な公告の実施状況 

 

 ○対象預金等債権の消滅手続が開始された旨等の公告（24 回） 
金融機関数 695 先 

口座数 74,478 件 

対象預金等債権の額 14,711,354,230 円 

 
○消滅預金等債権について被害回復分配金の支払手続が開始された旨等の公告（24 回） 

金融機関数 612 先 

口座数 34,522 件 

消滅預金等債権の額 8,993,526,710 円 

 
○被害回復分配金の支払手続が終了した旨の公告（24 回） 

金融機関数 581 先 

消滅預金等債権の額 7,355,464,869 円 

支払該当決定を受けた者に対する支払額の総額 6,029,601,772 円 

法第十九条の規定による預金保険機構への納付予定額 1,325,863,097 円 

（参考）     令和 8 年 3月 31 日時点の納付金残高 
105,023,505 円 

（納付金に係る利息 3,711,732 円を含む） 

 （注）「口座数」、「債権の額」は、各公告回数の合計。「金融機関数」は、各公告回数の 
合計ではなく純計。 
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表２ 令和７年度中の主な公告の各回の実施状況 

  

口座数
（件）

対象預金等債権の
額（円）

第1回 (令和7年4月1日) 149 2,485 404,058,256 1,154 541,620

第2回 (令和7年4月16日) 162 2,557 848,252,609 1,158 514,594

第3回 (令和7年5月1日) 173 2,869 561,338,416 1,324 614,447

第4回 (令和7年5月16日) 140 2,574 376,085,835 1,188 532,365

第5回 (令和7年6月2日) 181 3,206 660,398,248 1,626 717,057

第6回 (令和7年6月16日) 164 3,209 643,105,866 1,286 587,624

第7回 (令和7年7月1日) 171 3,282 606,386,917 1,543 696,334

第8回 (令和7年7月16日) 172 2,588 390,092,217 1,233 565,941

第9回 (令和7年8月1日) 186 3,159 558,163,879 1,529 704,095

第10回 (令和7年8月18日) 151 3,199 677,428,967 1,318 608,100

第11回 (令和7年9月1日) 150 3,627 667,659,920 1,909 889,951

第12回 (令和7年9月16日) 153 2,815 543,587,648 1,191 537,342

第13回 (令和7年10月1日) 187 3,409 497,236,831 1,848 890,946

第14回 (令和7年10月16日) 187 3,173 623,961,469 1,479 649,414

第15回 (令和7年11月4日) 203 3,905 723,650,413 2,160 970,732

第16回 (令和7年11月17日) 158 2,789 582,340,187 1,236 583,054

第17回 (令和7年12月1日) 171 3,631 752,695,965 1,693 768,897

第18回 (令和7年12月16日) 168 3,272 546,004,234 1,712 774,166

第19回 (令和8年1月5日) 159 2,263 419,148,904 924 434,939

第20回 (令和8年1月16日) 189 3,823 755,494,099 1,769 814,001

第21回 (令和8年2月2日) 175 2,981 637,875,493 1,104 513,240

第22回 (令和8年2月16日) 145 3,194 670,519,959 1,294 601,041

第23回 (令和8年3月2日) 166 2,907 879,407,317 995 441,739

第24回 (令和8年3月16日) 159 3,561 686,460,581 1,571 715,017

（延べ）

4,019

（延べ）

3,606

第1回 (令和7年4月1日) 120 1,498 295,109,938

第2回 (令和7年4月16日) 102 1,068 217,244,299

第3回 (令和7年5月1日) 125 1,357 395,193,398

第4回 (令和7年5月16日) 97 772 186,471,430

第5回 (令和7年6月2日) 112 1,178 259,910,743

第6回 (令和7年6月16日) 100 1,180 266,756,504

第7回 (令和7年7月1日) 104 1,262 318,924,505

第8回 (令和7年7月16日) 111 1,363 295,976,364

第9回 (令和7年8月1日) 110 1,470 429,103,744

第10回 (令和7年8月18日) 102 1,321 297,164,241

第11回 (令和7年9月1日) 109 1,485 432,701,324

第12回 (令和7年9月16日) 106 1,796 454,875,700

第13回 (令和7年10月1日) 111 1,626 448,571,040

第14回 (令和7年10月16日) 117 1,292 267,847,952

第15回 (令和7年11月4日) 124 1,534 432,199,740

第16回 (令和7年11月17日) 116 1,800 533,986,909

第17回 (令和7年12月1日) 109 1,613 485,113,196

第18回 (令和7年12月16日) 112 1,528 400,113,374

第19回 (令和8年1月5日) 132 1,480 355,178,314

第20回 (令和8年1月16日) 126 1,567 394,871,738

第21回 (令和8年2月2日) 138 1,639 544,876,966

第22回 (令和8年2月16日) 118 1,449 382,376,823

第23回 (令和8年3月2日) 112 1,788 511,603,525

第24回 (令和8年3月16日) 120 1,456 387,354,943
（延べ）

2,733
（延べ）

2,336

○　対象預金等債権の消滅手続が開始された旨等の公告

金融
機関数

口座数
（件）

対象預金等債権
の額（円）

内　千円未満の口座

合計 74,478 14,711,354,230

○　消滅預金等債権について被害回復分配金の支払手続が開始された旨等の公告

金融
機関数

口座数
（件）

消滅預金等債権の額
（円）

34,244 15,666,656

13,352,927(参考） 令和6年度合計 59,644 10,778,075,592 29,261

合計 34,522 8,993,526,710

(参考） 令和6年度合計 28,771 7,746,641,704
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○　被害回復分配金の支払手続が終了した旨の公告

(令和7年4月1日) 81 227,364,086 173,748,399 53,615,687
(令和7年4月16日) 71 154,553,840 103,372,420 51,181,420
(令和7年5月1日) 77 207,175,343 183,496,728 23,678,615
(令和7年5月16日) 78 405,235,868 359,758,729 45,477,139
(令和7年6月2日) 98 388,863,880 339,610,776 49,253,104
(令和7年6月16日) 104 368,530,035 297,450,032 71,080,003
(令和7年7月1日) 119 205,935,427 162,824,053 43,111,374
(令和7年7月16日) 114 258,128,842 211,739,920 46,388,922
(令和7年8月1日) 102 258,221,713 214,405,396 43,816,317
(令和7年8月18日) 92 197,840,013 163,415,342 34,424,671
(令和7年9月1日) 105 372,664,322 279,657,508 93,006,814
(令和7年9月16日) 99 498,345,666 379,062,629 119,283,037
(令和7年10月1日) 81 142,519,528 120,129,470 22,390,058
(令和7年10月16日) 99 227,729,499 169,829,774 57,899,725
(令和7年11月4日) 109 379,364,548 334,270,401 45,094,147
(令和7年11月17日) 81 273,014,227 221,344,115 51,670,112
(令和7年12月1日) 100 402,899,693 343,398,678 59,501,015
(令和7年12月16日) 98 507,558,051 413,963,565 93,594,486
(令和8年1月5日) 86 192,215,568 157,149,875 35,065,693
(令和8年1月16日) 86 198,243,336 143,163,804 55,079,532
(令和8年2月2日) 125 190,972,733 172,617,161 18,355,572
(令和8年2月16日) 92 245,586,782 211,175,662 34,411,120
(令和8年3月2日) 102 321,629,018 285,492,173 36,136,845
(令和8年3月16日) 110 730,872,851 588,525,162 142,347,689

（延べ）

2,309
（延べ）      

1,842

支払該当者決定
を受けた者に対
する支払額の総

額（円）

法第十九条の規
定による預金保
険機構への納付
予定額（円）

金融
機関数

消滅預金等債権
の額（円）

合計 7,355,464,869 6,029,601,772 1,325,863,097

（参考）令和6年度合計 5,603,234,933 4,911,390,495 691,844,438
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３．主要３公告を含めた公告全体の実施状況 

振り込め詐欺救済法においては、上記のほかにも、被害者への財産的被害の迅

速な回復等に資するため多岐にわたる公告が規定されており、機構が令和７年度

に実施した公告の状況は、以下のとおりです。 

 
表３ 令和７年度中の公告全体の実施状況 

 

 

金融 口座数 債権の額
機関数 (件) (円)

対象預金等債権の消滅手続が開始された旨等の公告 24 695 74,478 14,711,354,230

預金等に係る債権の消滅手続が終了した旨の公告（公告事
項の変更）

75 64 149 100,603,448

預金等に係る債権の消滅手続が終了した旨の公告（権利行
使の届出等があった旨の通知）

141 155 2,263 4,134,655,598

預金等に係る債権の消滅手続が終了した旨の公告（犯罪利
用預金口座等でないことが明らかになった旨の通知）

81 32 143 60,140,110

権利行使の届出等があった旨の通知に係る事項の公告 141 155 2,263 4,134,675,348

犯罪利用預金口座等でないことが明らかになった旨の通知
に係る事項の公告

81 32 143 60,140,110

対象預金等債権が消滅した旨等の公告 24 685 66,020 8,909,452,823

消滅預金等債権について被害回復分配金が支払われない
旨等の公告（額が1,000円未満）

24 613 32,869 15,098,651

消滅預金等債権について被害回復分配金の支払手続が開
始された旨等の公告

24 612 34,522 8,993,526,710

被害回復分配金の支払手続が終了した旨の公告（公告事
項の変更）

51 33 89 35,820,212

決定書の送付に代わる公告 12 11 30 7,712,351

被害回復分配金の額を金融機関が決定表に記載した旨の
公告

24 450 27,533 6,851,304,095

被害回復分配金の支払手続が終了した旨の公告 24 581 － 7,355,464,869

(注)

9

№  公告文題名 回数

1

2

3

4

5

6

7

8

10

11

12

13

「口座数」「債権の額」は、各公告回数の合計。「金融機関数」は、各公告回数の合計ではなく純計。
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表４ 公告の内容及び公告対象情報等 

 

  

No. 公告文題名 公告の内容 公告対象情報 
根拠規定 

（法：法律、規：施
行規則） 

１ 

対象預金等債権の消滅手
続が開始された旨等の公
告 

口座名義人の権利（＝預金
等債権）を消滅させるため
の手続を開始するもの 

金融機関名・口座番号・口座
名義・対象預金等債権の額・
権利行使の届出方法および
期間（60 日）等 

〔法第５条第１項〕 

２ 

預金等に係る債権の消滅
手続が終了した旨の公告
（公告事項の変更） 

１.の公告について、内容
に変更があり預金等債権
を消滅させるための手続
を終了するもの 

終了公告日・終了の理由等 〔規第９条第２項〕 

３ 

預金等に係る債権の消滅
手続が終了した旨の公告
（権利行使の届出等があ
った旨の通知） 

１.の公告について、権利
行使の届出等があり預金
等債権を消滅させるため
の手続を終了するもの 

終了公告日・終了の理由等 〔法第６条第３項〕 

４ 

預金等に係る債権の消滅
手続が終了した旨の公告
（犯罪利用預金口座等で
ないことが明らかになっ
た旨の通知） 

１.の公告について、犯罪
利用預金口座等でないこ
とが明らかになり預金等
債権を消滅させるための
手続を終了するもの 

終了公告日・終了の理由等 〔法第６条第３項〕 

５ 
権利行使の届出等があっ
た旨の通知に係る事項の
公告 

３．の公告について、公告
対象情報を公告するもの  

金融機関名・口座番号・口座
名義・対象預金等債権の額・
終了の理由等 

〔規第 10 条第２項〕 

６ 

犯罪利用預金口座等でな
いことが明らかになった
旨の通知に係る事項の公
告 

４．の公告について、公告
対象情報を公告するもの 

金融機関名・口座番号・口座
名義・対象預金等債権の額・
終了の理由等 

〔規第 10 条第２項〕 

７ 

対象預金等債権が消滅し
た旨等の公告 

１.の公告について、権利
行使の届出等がないため
預金等債権が消滅するも
の 

金融機関名・口座番号・口座
名義・消滅預金等債権の額・
債権が消滅した日等 

〔法第７条・規第 11
条第２項〕 

８ 

消滅預金等債権について
被害回復分配金が支払わ
れない旨等の公告（額が
1,000 円未満） 

消滅した預金等債権の額
が 1,000 円未満であるた
め被害者への支払いが行
われないもの 

金融機関名 〔法第８条第３項〕 

９ 

消滅預金等債権について
被害回復分配金の支払手
続が開始された旨等の公
告 

消滅した預金等債権を被
害者に支払うための手続
を開始するもの 

金融機関名・口座番号・口座
名義・消滅預金等債権の額・
支払申請の方法および期間
（90 日）等 

〔法第 11 条第１項〕 

10 

被害回復分配金の支払手
続が終了した旨の公告
（公告事項の変更） 

９.の公告について、内容
に変更があり被害回復分
配金を支払うための手続
を終了するもの 

終了公告日・終了の理由等 〔規第 16 条第２項〕 

11 
決定書の送付に代わる公
告 

支払該当者の決定書を申
請人に送付することがで
きない旨を公告するもの 

金融機関名・口座番号・口座
名義・消滅預金等債権の額 

〔規第 24 条第１項・
第４項〕 

12 
被害回復分配金の額を金
融機関が決定表に記載し
た旨の公告 

被害者へ支払う分配額を
決定し、決定表を作成した
ことを公告するもの 

金融機関名・口座番号・口座
名義・消滅預金等債権の額・
７.の公告日等 

〔法第 16 条第４項・
規第 28 条第２項〕 

13 

被害回復分配金の支払手
続が終了した旨の公告 

被害者への分配金の支払
いが終了したことを公告
するもの 

金融機関名・消滅預金等債
権の額・被害者への支払総
額・預金保険機構への納付
予定額等 

〔法第 18 条第２項・
規第 31 条第２項〕 
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図１ 公告の流れ 
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４．公告の利用状況 

（１）閲覧件数等 

令和７年度における「振り込め詐欺救済法に基づく公告」のホームページへの

アクセス件数は、約 487万件（令和６年度約 161万件）となっています。 

また、犯罪被害者あるいは口座名義人等の方々からの相談・問い合わせは、

1,717 件（令和６年度 1,715 件）となっています。相談・問い合わせの内容の主

なものは、被害者救済の仕組みや手続に関する質問、公告の見方やホームページ

上の口座検索の方法に関する質問等となっています。 

表５  アクセス件数          （単位：件） 

 

 

表６  問い合わせ件数         （単位：件） 

 

 

（注）金融機関からの公告手続き照会は含まず。 

（２）利用金融機関 

対象金融機関は、銀行（ゆうちょ銀行、外国銀行を含む）、信用金庫、労働金庫、

信用協同組合、農業協同組合、漁業協同組合、水産加工業協同組合、農林中央金

庫、株式会社商工組合中央金庫及びこれらの連合会とされています（法第２条第

１項）。預金保険制度の対象外の農漁協や外国銀行が含まれているため、預金保

険制度の対象金融機関数に比べ幅広い金融機関がこの制度の対象となっていま

す。 

令和７年度中にこの制度を利用した金融機関は、預貯金業務を取り扱っている

金融機関 1,142 先（令和８年３月 31 日時点）のうち 753 先（法施行後の利用先

数 1,105先）となっています。 

図２ 対象金融機関と利用状況 

 

対　象　先 188 255 14 144 540 1 1,142

法施行後の利用先 145 275 13 107 564 1 1,105
　（内令和7年度） (123) (226) (13) (41) (349) (1) (753)

（注1）水産加工業協同組合は対象金融機関であるが、預貯金業務の取り扱いがないため、

　　上記表では省略している。

（注2）信用金庫の利用先が対象先を超えているのは、統廃合により対象先が減少したため。

銀

行

信
用
金
庫

労
働
金
庫

信
用
組
合

農
林
中
央
金
庫
・
農
漁
協 合

計

商
工
組
合
中
央
金
庫

(参考)
令和６年度

226,675 229,689 1,621,561 1,155,933 236,087 194,424 201,155 181,755 212,735 192,914 212,349 213,765 4,879,042 (1,613,549)

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １月 ２月 ３月 合計１２月

(参考)
令和６年度

150 157 149 137 159 161 158 140 141 103 119 143 1,717 (1,715)

９月 １０月 １１月 １２月４月 ５月 ６月 ７月 ８月 １月 ２月 ３月 合計



預金保険機構 
 

10 

５．公告事務の概要 

 

（１）振り込め詐欺救済法の趣旨 

振り込め詐欺救済法は、預金口座等への振込みを利用して行われた詐欺等の犯

罪行為により被害を受けた者に対する被害回復分配金の支払のため、預金等に係

る債権の消滅手続及び被害回復分配金の支払手続等を定め、もって当該犯罪行為

により被害を受けた者の財産的被害の迅速な回復に資することを目的としてい

ます（法第１条）。 

対象となる犯罪行為としては、オレオレ詐欺、架空請求詐欺、融資保証金詐欺、

還付金等詐欺のほか、ヤミ金融や未公開株式購入に係る詐欺等が該当します。 

被害に遭われた方は、この法律に定める手続を経て、失権した振込口座の残高

を上限として、被害回復分配金の支払を受ける方法により、被害回復が可能です。 

 

（２）公告手続の流れ 

金融機関は、犯罪利用預金口座等であると疑うに足りる相当な理由があると認

めるときは、その預金口座等について取引停止等の措置を実施のうえ、機構に対

し、債権消滅手続開始公告を求めることとされています（法第３条、第４条）。 

公告手続は大きく分けて、債権消滅のための手続と分配金支払のための手続と

なります。分配を受けるまでの公告手続に要する期間としては、債権消滅手続に

おける権利行使の届出期間は 60 日以上、その後、債権消滅公告を経て、分配金

支払のための支払申請期間として 30 日以上とされています（法第５条第２項、

第 11 条第２項）。実際の手続きでは、支払申請期間は運用上 90 日で取り扱って

います。この後、金融機関において、申請人が分配金の支払を受けられる者であ

るか否か等の決定を行った後、支払が行われます。被害者への支払については、

消滅預金等債権の額に、金融機関が認定した被害者の被害額の総額に対する割合

を乗じたもの（ただし、被害額が上限）となります。分配金支払後に残余金があ

るときは、金融機関は、その残余金を機構に納付します。納付された残余金は、

一定割合を預金口座等の名義人等の救済のために留保し、留保外及び留保分であ

っても留保する必要がなくなった場合は、犯罪被害者等の支援の充実のために支

出することとされています（法第 20条第１項、同条第２項）。 
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図３ 手続の流れ 

 
 

（３）公告に係るシステムの概要 

振り込め詐欺救済法に基づく公告に関する情報は、金融機関から電磁的方法に

より送付されます（法第 34条）。送付された情報は、機構が保有するシステムの

中で、所定の事項が記載されているか等の形式上のチェック等の処理が行われ、

一定期間ごとに「振り込め詐欺救済法に基づく公告」のホームページにおいて公

告されます。 

この電磁的方法は、インターネットを利用したデータ送信によるものであるた

め、SSL方式（Secure Socket Layer｡インターネット上でのクレジットカード取

引時などに利用されているセキュリティを確保した通信方式｡）や電子認証を用

いる等、データ改ざん防止等の方策を万全に講じています。 

また、送付されたデータの形式上のチェックの結果について、機構は必要に応

じて、金融機関にその補正を求めることができます（法第５条第３項、第 11 条

第３項）。 
 

図４ システムの概要 

 

犯罪利用が疑われる口座を金融機関が取引停止

にし、機構に失権のための公告を求める。 

債権消滅手続開始公告 
（権利行使の届出期間 60 日） 

債権消滅公告 

分配金支払手続開始公告 
（支払申請期間 90 日） 

金融機関が支払該当者を決定し、支払を行う。 

支払手続終了公告 

 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

金融機関  

 
 
 『システム』 

情報送付 

セキュリティ
確保 

機構  

公

告 
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（４）金融機関から機構に納付される金銭の仕組み・使途 

 

ア 納付される金銭の仕組み 

金融機関は、預金等債権が消滅手続を経た後に、預金等債権残高（預金等口

座残高）が千円未満であるときはその債権額を、また、分配金支払手続完了後

に被害者に分配されない預金等債権額が残っているときは残額について、機構

に納付することとされており（法第19条）、各四半期分が翌期に納付されます。 

 

イ 納付される金銭の使途 

納付金は、主務省令で定めるところにより、「口座名義人等の権利救済」のた

めに必要な留保を行ったうえで、「犯罪被害者等の支援の充実」のために支出

することとなっています（法第 20条）。 

 

（ア）口座名義人等の権利救済 

振り込め詐欺救済法では、口座名義人等の事後的な救済のために、口座名

義人等が期間内に金融機関に対して権利行使の届出を行わなかったことの

やむを得ない事情や口座への主要な入金の原因について必要な説明が行わ

れたこと等により、当該口座が犯罪利用預金口座等でないことについて相当

な理由があると認められる場合には、残高相当額を金融機関に対して請求す

ることができるとされています。また、上記やむを得ない事情等について必

要な説明を行った場合において、被害財産以外の財産により当該口座へ入金

が行われているときは、残高から被害財産相当額を控除した額の支払を請求

することができるとされています（法第 25条第１項、同条第２項）。 

金融機関は、上記各請求に関して口座名義人等への支払を行おうとする場

合に、機構にその旨を通知した後、手続の実施に関して過失がないと思料す

るとき等は、口座名義人等へ支払った額の相当額を機構に対して請求するこ

とができるとされています（法第 25条第３項、同条第４項）。 

機構がこれまでに口座名義人等の事後的な救済のために支払った実績は、

28件・64,349,131円となっています。 

 

（イ）犯罪被害者等の支援の充実のための支出 

振り込め詐欺救済法では、納付金は、前述の口座名義人等の権利救済のた

めの支出のほか、犯罪被害者等の支援の充実のために支出するとされていま

す。具体的な使途については、平成 22年９月に設置された、「振り込め詐欺

救済法に定める預保納付金を巡る諸課題に関するプロジェクトチーム」（以

下「平成 22年ＰＴ」という。）にて検討が行われ、最終とりまとめの提言内

容を踏まえた主務省令の改正により、「犯罪被害者等の子どもに対する奨学

金貸与」及び「犯罪被害者等支援団体に対する助成」の両事業に支出するこ
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ととされました（平成 24年４月１日より施行）。 

これを受け、両事業の担い手として「平成 22 年ＰＴ」で選考された「公

益財団法人日本財団」により、平成 24年 12月から上記事業が開始され、機

構は、平成 25年３月に 5,250百万円、平成 26年３月に 400百万円、平成 27

年３月に 560百万円、平成 28年３月に 440百万円、平成 29年３月に 380百

万円、平成 30年３月に 190百万円、平成 31年３月に 150百万円、令和２年

３月に 160 百万円、令和３年３月に 140 百万円、令和４年３月に 220 百万

円、令和５年３月に 220百万円、令和６年３月に 290百万円、令和７年３月

に 670百万円、令和８年３月に 1,120百万円を支出しています。 

なお、平成 27年 11月に設置された「振り込め詐欺救済法に定める預保納

付金を巡る諸課題に関するプロジェクトチーム」において、預保納付金事業

の見直しの検討がなされ、平成 28 年３月に報告書として取りまとめられま

した。 

同報告書にあるとおり、給付制奨学金の導入等、預保納付金事業の内容を

大きく見直すことを踏まえ、担い手の再選定を行うこととされました。同事

業の担い手を再選定するための公募が行われ、その結果、同年 10 月に「公

益財団法人日本財団」が選考されました。 

同報告書の提言を踏まえた預保納付金事業は、平成 29 年度から開始され

ました。 

 

ウ 納付金の管理 

機構では、納付金について、他の資金と混同することがないよう分別して管

理しています。 

 

図５ 納付金の仕組み 

 

 
  

金融機関 

消滅手続後の少額

預金（千円未満） 支払手続後の残額 

犯罪被害者等の支援の充実 

納 付 金 

口座名義人等の権利救済 

  （四半 期分を翌期にまとめて  納付） 
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表７ 年度別納付額及び支出額 

納付額 支出額 
口座名義人等権利救済 犯罪被害者等支援 

平成 20 年度 14,176,835円 0円 0円 

平成 21 年度 2,828,250,381円 0円 0円 

平成 22 年度 1,561,750,812円 11,418 円 0円 

平成 23 年度 （注 1） 426,043,388 円 2,062,565円 0円 

平成 24 年度 521,958,179円 3,210,819円 5,250,000,000円 

平成 25 年度 412,652,813円 5,039,738円 400,000,000円 

平成 26 年度 566,264,927円 7,389,961円 560,000,000円 

平成 27 年度 434,998,632円 393,870 円 440,000,000円 

平成 28 年度 384,874,088円 615円 380,000,000円 

平成 29 年度 （注 2） 195,677,473 円 3,127,881円 190,000,000円 

平成 30 年度 （注 3） 163,052,564円 0円 150,000,000円 

令和元年度 （注 4） 139,627,237 円 0円 160,000,000円 

令和２年度 148,785,128円 796,244 円 140,000,000円 

令和３年度 （注 5） 219,229,616 円 222,559 円 220,000,000円 

令和４年度 218,260,039円 357,927 円 220,000,000円 

令和５年度 291,279,899円 3,906,087円 290,000,000円 

令和６年度 675,626,750円 60,385 円 670,000,000円 

令和 7年度 （注 6）1,153,152,143円 37,769,062円 1,120,000,000円 

計 10,355,660,904 円 64,349,131円 10,190,000,000 円 

（参考） 令和８年３月 31日時点の納付金残高     105,023,505 円 
（納付金に係る利息 3,711,732円を含む） 

（注 1）過大納付額（1,823,829 円）調整後の金額（注 2）過大納付額（20,537円）調整後の金額 

（注 3）過大納付額（564,981 円）調整後の金額 （注 4）過大納付額（26,544円）調整後の金額 

（注 5）過大納付額（4,508 円）調整後の金額  （注 6）過大納付額（195,311 円）調整後の金額 
 

（５）手数料の徴収及び借入金の流れ 

システム経費、人件費等の公告業務に要する費用について、運営委員会の議決

を経て定める手数料を、公告を利用した金融機関から徴収します（法第 30 条）。 

手数料は、金融機関から翌年度８月に徴収するため、その間の運営は借入金に

よって行われ、借入金は金融機関から手数料を徴収後に返済されます。 

令和６年度の運営費用（155 百万円）に係る手数料は、令和７年８月に金融機

関から徴収しました（手数料－預金等債権の消滅手続開始公告及び被害回復分配

金の支払手続開始公告について、１件あたり 1,757円）。 

また、令和７年度の運営費用（最終的な金額は未定）は、現在、借入金で支払

われています（令和８年３月 31日時点の借入金残高 210百万円）。 

図６ 手数料及び借入金の流れ 
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